
2018年漁業センサス
漁業経営体調査票Ⅱ（団体経営体用）

記入の仕方

◆ 2018年漁業センサスとは

「漁業センサス」とは、漁業に関する国勢調査と
もいうべき大切な調査で、我が国漁業の基本構造等
を明らかにし、水産行政の企画・立案等に活用する
ことを目的に、５年に１度実施しています。

漁業や漁村の振興政策の策定など、水産行政の基
礎となるものですので、ご協力をお願いいたします。

◆ 秘密の保護について

統計調査員及び都道府県、市区町村の職員が、個人の調査内容を他に漏ら
したり、課税等、統計以外の目的に使うことは、法律で厳しく禁じられてい
ますので、ありのままの記入をお願いいたします。

《 調査票記入にあたっての注意 》

○ 調査票を記入する際は、この「記入の仕方」をよくお読みください。
○ 黒の鉛筆またはシャープペンシルで記入してください。
○ 数字は１マスに１字ずつ算用数字で右に詰めて記入してください。
○ 該当のある項目だけ記入し、それ以外の項目には何も記入しないで
ください。（－（バー）や０（ゼロ）を記入する必要はありませ
ん。）

◆ 調査の内容、調査票の記入方法などについて、わからない点が
ありましたら、コールセンターにお問い合わせいただくか、統計
調査員が訪問した際にご質問ください。



各調査項目に関する記入の仕方は、次のページ以降をご確認くだ
さい。
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◆ 平成30年 満年齢早見表
調査票の３ページにあります「Ⅰ-１ 漁業に従事した責任のある者」及び

４ページ「Ⅰ-２-(2) 役職につく者」の設問において、出生の年月を記入す
る際の参考にご利用ください。

なお、１月～10月生まれの方（誕生日が過ぎた方）は、年齢欄の数字が現
在の年齢となります。

11月～12月生まれの方（誕生日が過ぎていない方）は、現在の年齢に１を
足した年齢欄の、元号と年を記入してください。

年齢 元号 西暦 年齢 元号 西暦 年齢 元号 西暦
16歳 平成14年 2002年 42歳 昭和51年 1976年 72歳 昭和21年 1946年
17歳 平成13年 2001年 43歳 昭和50年 1975年 73歳 昭和20年 1945年
18歳 平成12年 2000年 44歳 昭和49年 1974年 74歳 昭和19年 1944年
19歳 平成11年 1999年 45歳 昭和48年 1973年 75歳 昭和18年 1943年
20歳 平成10年 1998年 46歳 昭和47年 1972年 76歳 昭和17年 1942年
21歳 平成 ９年 1997年 47歳 昭和46年 1971年 77歳 昭和16年 1941年
22歳 平成 ８年 1996年 48歳 昭和45年 1970年 78歳 昭和15年 1940年
23歳 平成 ７年 1995年 49歳 昭和44年 1969年 79歳 昭和14年 1939年
24歳 平成 ６年 1994年 50歳 昭和43年 1968年 80歳 昭和13年 1938年
25歳 平成 ５年 1993年 51歳 昭和42年 1967年 81歳 昭和12年 1937年
26歳 平成 ４年 1992年 52歳 昭和41年 1966年 82歳 昭和11年 1936年
27歳 平成 ３年 1991年 53歳 昭和40年 1965年 83歳 昭和10年 1935年
28歳 平成 ２年 1990年 54歳 昭和39年 1964年 84歳 昭和９年 1934年
29歳 平成 元年 1989年 55歳 昭和38年 1963年 85歳 昭和８年 1933年
30歳 昭和63年 1988年 56歳 昭和37年 1962年 86歳 昭和７年 1932年
31歳 昭和62年 1987年 57歳 昭和36年 1961年 87歳 昭和６年 1931年
32歳 昭和61年 1986年 58歳 昭和35年 1960年 88歳 昭和５年 1930年
33歳 昭和60年 1985年 59歳 昭和34年 1959年 89歳 昭和４年 1929年
34歳 昭和59年 1984年 60歳 昭和33年 1958年 90歳 昭和３年 1928年
35歳 昭和58年 1983年 61歳 昭和32年 1957年 91歳 昭和２年 1927年
36歳 昭和57年 1982年 62歳 昭和31年 1956年 92歳 大正15年 1926年
37歳 昭和56年 1981年 63歳 昭和30年 1955年 93歳 大正14年 1925年
38歳 昭和55年 1980年 64歳 昭和29年 1954年 94歳 大正13年 1924年
39歳 昭和54年 1979年 65歳 昭和28年 1953年 95歳 大正12年 1923年
40歳 昭和53年 1978年 66歳 昭和27年 1952年 96歳 大正11年 1922年
41歳 昭和52年 1977年 67歳 昭和26年 1951年 97歳 大正10年 1921年

68歳 昭和25年 1950年 98歳 大正 ９年 1920年
69歳 昭和24年 1949年 99歳 大正 ８年 1919年
70歳 昭和23年 1948年 100歳 大正 ７年 1918年
71歳 昭和22年 1947年 101歳 大正 ６年 1917年



このページは、すべての方がご確認ください

調査票の内容については、本年（平成30年）の11月１日現在で記入
する箇所と、過去１年間で記入する箇所があります。過去１年間の場合
は、平成29年11月１日から平成30年10月31日までの１年間について記
入してください。
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　1

2 0 1 8 年 漁 業 セ ン サ ス

海　面　漁　業　調　査

漁 業 経 営 体 調 査 票 Ⅱ

平成30年11月１日調査

（団体経営体用）

□「会社」の方・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２～11ページ

□「共同経営」の方・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２～９ページ

□「漁業協同組合」「漁業生産組合」「その他」の方・・・・・・・・・・３～９ページ

調査員がチェックをつけた該当ページについて、ご記入ください。

市区町村名 漁業地区名 漁業集落名

統計法に基づく国の
統計調査です。調査
票情報の秘密の保護
に万全を期します。

様 式 調 第 ２ 号

統計法に基づく基幹統計調査

漁 業 構 造 統 計

秘

農 林 水 産 省

○　この調査票は、統計の作成目的以外には使用せず、得られた個々の結果について
  も、外に漏らしたり課税などの資料に利用することはなく、秘密を厳守することが
　法律により定められていますので、ありのままをご記入ください。
○　記入に当たっては、「漁業経営体調査票Ⅱ（団体経営体用）の記入の仕方」をよ
　く読んでください。
○　黒色の鉛筆またはシャープペンシルで記入し、間違えた場合は、消しゴムできれ
　いに消してください。

○　調査票の内容については、本年（平成30年）の11月１日現在で記入する箇所と、
　過去１年間について記入する箇所があります。過去１年間の場合は、平成29年11月
　１日から平成30年10月31日までの１年間について記入してください。

★　数字は、１マスに１つずつ、枠からはみ

　出さないように右づめで記入してください。

記入例記入例 ・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・ 0468 7 59

★　マークを記入する欄は、下の記入例
　のように濃くぬりつぶしてください。

★　マスが足りない場合は、

　一番左のマスにまとめて

　記入してください。

記入例 ・
・

・
・

・
・1 2 31 悪い例 ・

つなげる すきまをあける

● 調査票の記入及び提出は、オンラインでも可能です。

大海区
都府県

（振興局）
市区町村 客体番号漁業地区

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・基本指標番号

調査区

・
・

・
・

・
・

漁業集落

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

　オンラインによる回答方法は、「オンライン調査システム操作ガイド」をご参照
ください。

00 2 1



（人）

会 -Ⅰ　事業所の概要

１　本所・支所の区分と会社の種類

それぞれ当てはまるもの一つに記入してください。

会
社
の
方
が
記
入
し
て
く
だ
さ
い

２　11 月１日現在の従業者数

漁業と漁業以外も含めたすべての従業者数を記入してください。

共 -Ⅰ　共同経営について

共
同
経
営
の
方
が
記
入
し
て
く
だ
さ
い

１　出資金

　現物出資を除く出資金について、当てはまるもの一つに記入してください。

　共同経営とは、２経営体 (法人を含みます。）以上
で、漁船、漁網等の主要生産手段を共有し、共同で漁
業経営を行うことをいいます。

２　出資者の人数

　出資金を出資した人と現物出資をした人の合計の人数を記入してください。

2

　本所・本社の場合は、支社・支所を含めた従業者数では
なく、本所・本社のみの従業者数を記入してください。

　特例有限会社（旧制度の有限
会社を含む。）は、株式会社に含
みます。

出
資
金
な
し
ま
た
は

　
　

現
物
出
資
の
み

万円
未満

万円
未満

万円
未満

万円
未満

万円
未満

万円
未満

万円
未満

831

次のページへ

（人）

次のページへ

本 所 ・ 支 所 の 区 分

単独事業所 本所・本社 支所・支社

801

会 社 の 種 類

株　式 その他

　現物出資とは、漁
船や漁網などの持ち
寄りをいいます。

802
・
・

・
・

・
・

・
・802

・
・

・
・

・
・

・
・

832
・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

千 百 十

千 百 十

00 2 2

23

このページは、「会社」又は「共同経営」の方がご記入ください

・ 「単独事業所」とは、他の場所に本社や支社等を持たない事業所をいいます。
・ 「本所・本社」とは、他の場所に支所等を持ち、それらを総括する事業所をいい
ます。

・ 「支所・支社」とは、本所等の統括の下に、本所等から分かれて活動する事業
所をいいます。
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出資金はなく、
漁船等を持ち寄
り漁業経営を共
同で行っている
場合は、これに
該当します。

・ 現物出資の
みの人を含め
た出資者の人
数を記入して
ください。
・ 共同経営に
従事していて
も、出資して
いない人は含
めません。



このページは、すべての方がご記入ください
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法人番号の記入をお願いします。
法人番号とは、①設立登記法人、②国の機関、③地方公共団体、④その他の法人や団

体の皆様に指定される「13桁の番号」です。

経営主や役員
で漁業に従事し
た者について記
入します。
必ず１つ以上

の役職にマーク
してください。

「漁業に従事した責任のある者」とは、
団体経営体における、経営主や役員のうち、
漁業に従事した者をいいます。
役員会に出席するだけの場合や船長等役

職にあっても役員ではない場合（一般に
雇った人と同じ給与体系）は、該当しませ
ん。

「漁業に従事した責任のある
者」は10人までしか記入できませ
ん。11人以上いる場合は、調査票
の最後のページに補助票がありま
すので、そちらに記入してくださ
い。

「陸上作業」とは、海上作業以外のすべての作業をいい、具体的には次のとおりです。
・ 漁船や漁網等の修理・整備（停泊中の漁船内で行った場合を含めます。）
・ 漁具や食料品の積み込み作業
・ 出港時の漁船の引き下ろし、帰港時の引き上げ、悪天候時の出港待機
・ 餌の仕入れ、調餌作業
・ 真珠の核入れ作業、真珠の採取作業、貝掃除作業、貝のむき身作業、わかめの乾燥作業
・ 漁獲物を出荷するまでの運搬、箱詰め等の作業
・ 自家漁業の経理、計算、帳簿管理等の作業



　過去１年以内に漁業

を始めた人とは、漁業

で恒常的な収入を得る

ことを目的に主として

漁業に従事した人で、

以下のいずれかに該当

する人です。

・新たに漁業を始めた

人（過去に漁業に従

事していて、再び漁

業を始めた人を含

む。）

・他の仕事が主であっ

たが、漁業が主と

なった人（他の産業

に従事等）

(1)　11 月１日現在の海上作業に雇った人の有無を記入
してください。雇った人がいる場合は、項目ごとに
その人数を記入してください。

4

　(1)の日本人のうち、役職につく
者を除いて、30日以上海上作業を
行った人を年齢別に記入

(3)　(1) の日本人のうち、(2) の役職につく
者を除いて、過去１年間に 30 日以上海上
作業を行った人数を年齢別に記入してく
ださい。

計

15～19歳

75歳以上

35～39歳

45～49歳

30～34歳

25～29歳

20～24歳

40～44歳

50～54歳

70～74歳

65～69歳

60～64歳

女男

221

224

222

225

226

227

228

229

230

231

232

233

234

（人）

211

うち、過去 1
年以内に漁業
を 始 め た 人

②① ③

３　陸上作業に雇った人数

　過去１年間の漁業の陸上作業
について、最盛期に雇った人数
を記入してください。

計

男

女

241

242

243

（人）

日本人 外国人

⑦

年 （日）月

⑥ ⑧

いずれか

にマーク

男 女

性別 出生の年月

うち、

海上作業

日数

該当する元号と年月を
記入

大
正

昭
和

平
成

⑤

漁業従事
日数

（陸上作業を

含みます。）

（日）

⑫

該当に

マーク

海上作業日数が多かった漁業種類

１位 ２位 ３位

全 国 漁 業 種 類 番 号 を 記 入

⑨ ⑩ ⑪

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1 1 1

1

652

653

654

655

651

① ② ③ ④

該当するすべて
に マ ー ク

２　海上作業に雇った人（３ページの「１　漁業に従事
　した責任のある者」に記入した人を除く。）

(2)　(1) の日本人のうち、役職（漁ろう長、船長、機関長、
養殖場長）につく者（雇用に限る。）について記入してく
ださい。

役 職

　６ページの｢全国漁業種類番号｣で

当てはまる番号を記入してください。
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・
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・
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・
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千 百 十

千 百 十 千 百 十 千 百 十（人） （人）

　(1) の日本人の
うち、役職につく
者について記入

00 2 4

海上作業に雇った人がいる

海上作業に雇った人がいない
201

937 9 91 551

8

2

6

28

2 68 68 122 2

1

2

5

2

2

2

5

9

1 1

1

5

2

2

2

2

1

1

1

2

2

2

2

2

2

1

1

1

1

1

1

2 3

1

2

このページは、すべての方がご記入ください

・ 雇用契約を結んで漁業の海上作業に従事している外国人の数を
記入してください。

・ 海外基地で乗下船する者や外国人技能実習制度における雇用契
約に基づく技能実習を行っている者は含めますが、講習による知
識修得活動期間中の外国人（雇用関係なし）は含めません。

11月１日現在
の海上作業に
雇った日本人の
数を記入してく
ださい。
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11月１日現在の海上作
業に雇った日本人のうち、
記入されている役職につ
く人について記入してく
ださい。

「役職につく者」は５人までし
か記入できません。６人以上いる
場合は、調査員から配布される補
助票がありますので、そちらに記
入してください。

「海上作業」とは、次の作業をいいます。
・ 漁船漁業においては、海上でのすべての作業
・ 地びき網漁業においては、海上でのすべての作業及び陸上での引き子の作業
・ 採貝、採藻
・ 海上施設における養殖の場合は、海上でのすべての作業
・ 陸上施設における養殖の場合は、給餌作業をはじめ、養殖施設でのすべての作業



このページは、すべての方がご記入ください

「漁船」とは、過去１年間に自己の漁業生産に使用したもので、主船だけでなく灯船、魚
群探索船等の付属船も含めます。なお、漁船登録をしていても遊漁のみに使用した漁船は含
めません。

11月１日現在
で保有している
場合は、③欄及
び④～⑨欄に記
入してください。

同じ漁業種類であっても、
必ず漁船ごとにそれぞれ記
入してください。

（例）
119.88トン
→119.8トン

- 7 -

「動力漁船」
は10隻までしか
記入できません。
11隻以上使用し
た場合は、調査
員から配布され
る補助票があり
ますので、そち
らに記入してく
ださい。

海面養殖を
行っていても、
養成期間中で、
過去１年間に収
獲していない場
合は、販売見込
み金額の多い順
に記入してくだ
さい。
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漁業を行うためのえさを漁獲又は養殖した場合も、該当する漁業種類にマークして
ください。

漁業種類は、各地域によって様々な名称がありますので、別に配布している「漁業
種類地方名称一覧」を参考にしてください。

このページは、すべての方がご記入ください



このページは、すべての方がご記入ください

都道府県ごとに設定された漁業種類が記入されています。そのうち、行ったものす
べてにマークしてください。

- 9 -

６ページでマークした
「全国漁業種類番号」の
中から選んで記入してく
ださい。

海面養殖を行っていても、養成期間中で、過去１年間に収獲してい
ない場合は、販売見込み金額の多い順に記入してください。



このページは、養殖業を行っている方がご記入ください

・ 借り入れているものも含め養殖場の施設面積と使用面積を記入してください。
・ 使用面積が施設面積を超えることはありません。

種がきとして販
売する稚貝を養成
した施設も含めて
記入してください。

- 10 -



10億円以上
の場合は、10
億円以上にマー
クし、金額も記
入してください。

遠洋まぐろ漁業など、１年以上の
遠洋航海等で、漁獲はあったものの
水揚（販売）をしていない場合は、
「販売金額なし」にマークしてくだ
さい。

養殖を行っていない場合や、養殖を行っ
ていても、養成期間中で過去１年間に収獲
をしていない場合は、「販売金額なし」に
マークしてください。

「漁獲物・収獲物の
出荷先」とは、漁業経
営体が直接出荷した相
手先をいいます。
販売を行っていない

場合や収獲を行ってい
ない場合は、出荷予定
先をマークしてくださ
い。

「漁家レストラン」
とは、団体経営体自ら
又は構成員(組合員）
が生産した水産動植物
を、使用の多寡にかか
わらず用いた料理を提
供し、代金を得ている
場合をいいます。

「漁家民宿」とは、旅館業法に基づく旅館業の許可を得
て、第３者を宿泊させ、団体経営体自ら又は構成員（組合
員）が生産した水産動植物や地域の食材を用いた料理を提
供し料金を得ている事業をいいます。
宿泊した人数を記入してください。
同一人物が２泊３日で民宿を利用した場合も「１人」と

数えます。

- 11 -

このページは、すべての方がご記入ください



１　支所・支社も含めた会社全体の従業者数

２　資本金

当てはまるもの一つに記入してください。

　株式会社については払込済み資本金の金
額、その他については出資金の金額で当ては
まるもの一つに記入してください。

会 -Ⅱ　支所・支社も含めた会社全体について

　「会社」の方で２ページの本所・支所の区分が「本所・本社」及び「単独事業所」の場合に記
入してください。

10

そ の 他

常時従業者

計

805

804

803

（人）

806

うち、雇用者

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

千 百 十万十万

　常時従業者とは、実務にたずさわらない事
業主、他の会社等へ出向・派遣している人及
び研修生を含まない、次の①～④のいずれか
に該当する人をいいます。
　①　個人事業主及び無給の家族従事者
　②　有給の役員（役員報酬の賃金・給与体
　　系の人）
　③　雇用者（賃金・給与（現物給与を含
　　む。）を支給されている人）
　　・役員の肩書きがあるものの、役員報酬
　　　ではなく、雇用者と同じ賃金・給与体
　　　系の人
　　・期間を定めずに従事している人
　　・１か月以上の期間を定めて従事してい
　　　る人
　④　出向・派遣受入者
　　・１か月以上の期間を定めて従事してい
　　　る人
　雇用者とは、常時従業者のうち③の「雇用
者」に該当する人をいいます。
　その他とは、常時従業者以外の従業者をい
います。
　・１か月未満の期間を定めて雇用されてい
　　る人
　・日々雇用（日雇い）されている人、など

万円

未満
億円
未満

億円
未満

万円

未満

万円

未満

万円

未満

万円

未満

807

支所・支社も含めた会社全体の従業者数を記
入してください。

10 2 0

1

8

2
3

04
3

このページは、「会社」の方で「本所・本社」又は「単独事業所」
の場合にご記入ください
・ 従業者とは、次の①～④のいずれかに該当する者をいいます。
① 個人事業主及び無給の家族従業者
② 有給の役員（役員報酬の賃金・給与体系の人）
③ 雇用者（賃金・給与(現物給与を含む。）を支給されている人）
④ 出向・派遣受入者

・ なお、実務にたずさわらない事業主、他の会社等へ出向・派遣している者及び研修生は
含みません。

・ 常時従業者とは、
上記の①及び②に加え、③のうち次の⑤～⑦のいずれかに該当する者、及び④のうち次

の⑦に該当する者をいいます。
⑤ 役員の肩書きがあるものの、役員報酬ではなく、雇用者と同じ賃金・給与体系の人
⑥ 期間を定めずに従事している人
⑦ １か月以上の期間を定めて従事している人

・ その他とは、常時従業者以外の従業者をいいます。
例：１か月未満の期間を定めて雇用されている人、日々雇用されている人、等
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調査項目はここまでです。
お忙しい中、最後までご協力いただき誠にありが

とうございました。

このページは、「会社」の方で「本所・本社」又は「単独事業所」
の場合にご記入ください

・ 「子会社」とは、会社がその
総株主の議決権の過半数を有す
る株式会社や、会社がその経営
を支配している法人をいいます。

・ １つの子会社で複数の事業を
行った場合は、販売金額が最も
多い事業にのみ計上してくださ
い。
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